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企業特殊的技能の実相＊

尾　高　煙　之　助

1．即戦力としての中途採用者

　本稿の課題は，1989年に実施した実態調査の

データを使って，（1）5、つの職能（管理，技術，事

務販売および生産）を，それぞれの企業間互換

性（inter毛rm　substitutability）の高さの’順に並

べてその含意を探るとともに，（2）資本所有形

態の差（日系か外資系か）が職能の企業間互換性

にどのくらい影響を与えるものか（あるいは与

えないものか）を観察すると．ころにある．

　職能に互換性があるとは，ある仕事に必要な

技能をもつ複数人がいたとき，彼らの技能が相

互に代替可能であること，もしくは社会的通用

性をもつことをいう．専門技能がもつ市場性の

度合といってもよい．Gary　Becker（1975）によ

れ，ば，職業教育には，どの職場でも通用する

「一般的」なものと，特定の職場でしか役に立た

ない「企業特殊的（五rm・speci丘。）」なものとが

あるという．もしそうだとすると，職業能力

（技能）にも，一般通用性の高いものと「企業特

殊船」なものとがあって不思議はない．

　それなら，通用性の低い職能とはいったいど

んなものか．

　一般に，現代における「企業特殊的」な職能

の典型は，複雑な対人関係の処理に携わったり，

簡単には会得できない作業情報の掌握を前提と

するような職種に多く発見されるのではなかろ

うか．これらの仕喜は個別特殊的な対応を要求

するため，標準化が難しいからである．この意

味では，互換性に乏しい（その意味で市場性が

低い）仕事は，手間と時間とをかければ手引書

（manua1）が作れ，るモノの生産よりは，むしろ

サービスの生産に携わる職種や管理的職業にこ

そ多いのではなかろうか（Arrow　1974を参照）．

　他方，モノの生産においても，熟練が解体し

て資本財のなかに吸収され，半熟練踊性格を帯

びる技能が増えてくると，次第に後者の重要性

が注目を集めるに至る．ところが半熟練的な技

能は，資本設備との補完性が強くしかも非定型

的なので，仕事に就きながらの訓練（OJT；on・

thejob　training）によって身につける他はなく，

一般通用性に乏しい（尾高1989，第1章を参

照）．つまり，モノの生産現場においても，熟練

の解体とともに，技能の互換性は薄れてくるか

もしれない．とりわけ日本の製造工業の場合に

は，いくつかの半熟練網作業を組み合わせて

「多能工」を仕立てる教育・訓練を実施するの

が通例なので，生産的職能の場合にも，一つの

職場で習った技能は他の作業場ではすぐには役

立たないだろう．しかしその一方では，個々の

半熟練的技能の修得は比較的簡単で短期間に終

了するから，結果として「読み，書き，算盤」

を中心とする基礎的修練のウェイトが大きくな

り，企業特殊性はむしろ薄まる可能性もある．

　いずれにもせよ，これらの議論は残念ながら

多く推測の域にとどまり，現実の観察によって

検証されることが比較的少なかった．しかるに，

筆者たちによる1989年の年功制度実態調査（後

述）の結果から垣間みた現代企業の中途採用者

の評価は，職能の一般的通用性（市場性）を観察

するための格好の材料を提供する．そこで以下

では，職能の企業間代替性をめぐって，この資

料が語るところをいささか聞いてみたい．

　第2次大戦後の日本では，とりわけ大企業を

中心に，雇用は「終身的」なのが原則で，いや

しくも「正社員」たらんとするほどの従業員は，

当該企業に一生を捧げる「生え抜き」なのは当

然と考えられてきた．そして，この思想に合理
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性を付与する一つの理由として経済学者が考え

ついたのが，ベッカー流の企業特殊的な職能の

存在であった．これは，欧米から「借りた技術

（borrowed　tec㎞ology）」によって急速に成長

した先端的企業で採用する技術とそれをこなす

職能とには，少なくとも国内では一般に通用し

ないものが多いと考えられたからでもある．

　この文脈のなかで，いわばその例外的事例を
　　　　　　　　指すものとして，（たぶん第2次大戦後に初め

て）使われたのが「中途採用者」の概念だった．

中途採用者が「生え抜き」の「正社員」と対照

的な関係にあり1，せいぜいワキ役で，どちらか

といえば日陰者の語感をもつのはこのためであ

る．中途採用者の対照的存在としての「生え抜

き」たちは，普通，新規学卒者として毎年4月

に採用される．（ちなみに，年1回の新卒の定

期採用が（ホワイトカラーは別として）生産工程

従事者にまで及んだのは第2次大戦後の話で，

さほど古いことではなかったらしいD．）

　中途採用老とは，以上のような歴史的意味あ

いをもつ概念である．それだけに，彼らに焦点

をあてて，その職業的能力や技能がいかほどの

一般通用性を主張し得るかを観察するのは，日

本の職業教育・訓練の意義や労務管理の特徴を

みるために意義のある作業だと考えられる．

92．資料の性格

　以下で利用する資料は，1989年10月31日

～同12月28日に実施した郵送によるアンケー

ト票調査「日本経済の国際化と年功制度に関す

る調査」の結果である．この調査は，年功制度

を中心に，（イ）「国際化」に向かう日本の雇用

制度がどのような変化を見せつつあるか，（ロ）

またその動向には日系企業といわゆる外資系企

業との間で差があるか，を明らかにする目的で

実施したものである．調査対象には，次の特徴

をもつ2，000企業を無作為抽出した．すなわち，

日本統計協会r昭和63年度会社名鑑』に記載さ

れた従業員規摸30名以上の企業1，000社と，

東洋経済新報社『外資系企業総覧　1989』に記

載された資本金5，000万円以上，外資比率49％

以上，従業員規模30名以上の企業1，000社とが
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それである．ただし後者については，これだけ

では若干サンプルに不足するところがあったの

で，これを補うため資本金5，000万円以下の企

業からも副次的に抽出した．

　表1は，有効回答711件の業種別分布を示し

たもので，回収率には，業種によりまた日系・

外資系別によって明らかな差異が認められる．

さらに，資本所有の形態別に，回答企業に含ま

れる中小企業の割合をみると表2のとおりであ

って，外資系には小企業が比較的多い．この傾

向は，金融保険業でことに顕著である．

3．日系・対・外資系の対比

　さて，筆者たちが調査した企業の間では，中

途採用はきわめて一般的であった．すなわち，

設問「中途採用をしていますか」に対して有効

回答を寄せた699社のうち，「必要なだけ，いつ

でも」中途採用するのは491社（すなわち71％）

に及ぶ．もっとも，その状況を仔細にみると，

中途採用の頻度は

　（1）外資系企業でも日系企業でもほぼ同程度

　（それ，それ71％と70％）だが，

　（2）従業員数500人以上の企業よりも，それ

　以下の規模の中小企業で相対的に頻繁（各日

　58％と73％）

という傾向が認められる．

　大企業では，中小企業よりも職能種類が多く

表1　回答企業の業種別分布

緻製造卸小売縫．・・他合計

日　系（件数）　　65　107

（回収率，％）　（39．6）（39．3）

外資系（件数）　　2　160
（回収率，％）（100．0）（34．3＞

　83　　　　　11　　　82　　　　　348

（26．9）　　（18．3）　（41．8）　（34．8）

　88　　　　55　　　58　　　　363

（39．6）　　（79．7）　（24．1）　（36．3）

表2　回答企業に占める中小企業の割合（％）

建設継卸小売譲．・・他合計

　i日　系

従i100人未満　62　40
業i300人未満　91　67
口囲…一一……一一一…一・・…一一一一

規i外資系

模i100人未満　　50　34

　i300人未満　100　71

　47　　　9　　　42　　45
　77　　　　　36　　　　　73　　　　74

幽　　一　　一　　一　　．　　．　　一　　“　　，　　一　　一　　・　　幽　　一　　曹　9　　9　　曹　　曹　一　　騨　　一　　一　　一　　曽　一　　一　　一　一　　．　　一　　一　　胃　　一　　一

　57　　　　　49　　　　　43　　　　43

　89　　　　　80　　　　　83　　　　78
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表3　日系・外資系別にみた雇用管理の特色（％）’

新卒の定期採用　中途採用者を正規
を最近開始した　従業員として雇う
企業　　　　　　企業轄

「生え抜き」が重要視される　余剰従業員の調整手段に下
企業8韓：　　　　　　　　　記を実施’：

部課長・場合役員・場合　鰯　縫内で纈

日系　　　20．5　　　60．0
外資系　　　　　　35．2　　　　　　73．6

　計27．566，9
暫鶉灘よア・（・％）　・・（・％）

　61．7　　　　　　　　56．4　　　　　　　　　5．4　　　　　　　　14．9

　39．4　　　　　　　　33．1　　　　　　　　14．7　　　　　　　　　6．0

　50．3　　　　　　　　44．7　　　　　　　　　9．9　　　　　　　　10．6

アリ（0．5％）　アリ（0．5％）　アリ（0．5％）　アリ（0．5％）

（注）　＊　無回答および「該当の従業員なし」を除いて集計，カッコ内は，カイ自乗統計量（自由度1）の有意水準．

　　＊＊「する場合もしない場合もある」を含まない．

　　＊＊＊「ある程度」，「かなり」および「非常に」の合計．後2者だけを集計しても，日系・外資系間の差は0．5％水

　　　準で有意である．

また多様だと考えられるから，必要とされる特

定の職種（能）に欠員を生じたときには，それを

既存人員の配置転換によって補充する可能性が

高い．しかも，人事担当者が，解雇はできるだ

け避けるのを基本方針とする一方では，若年者

の方が学習効果が大きくしかも新技術に対する

適応力にも富むと考えているとすれば，不足人

員はなるべく新規学卒者の採用で補充し，同時

に，個々の職種定員の過不足に対しては配置転

換によって対応するであろう．いいかえれば，

中小企業ほど中途採用が多いからといって，大

企業の職能よりも中小企業の職能の方が一般通

用性（市場性）が高いとただちにはいえない．

　他方，労務管理の実態に一歩ふみこんでみる

と，日系会社と外資系会社の採用人事はきわめ

て対照的であるのがわかる．まず，中途採用を

実施すると答えた企業に対して，中途採用者を

正社員・本採用・本工などと呼ばれる「正規従

業員」として雇うかどうかを尋ねたところ2），

日系企業の回答は，外資系のそれ’に比べて消極

的であった．これとは逆に，新規学卒者を定期

的に採用している企業についてその開始時期を

尋ねると，外資系企業は，中途採用に積極的な

だけに，新卒の定期採用にはごく最近まで踏み

切らなかったものが多い．さらに日系企業では，

外資系企業に比べて「生え抜き」（新規学卒で採

用され，そのまま継続的に雇用されている者）

を重視する度合が強い一方，解雇を忌避する傾

向がヨリ強い（いずれも表3による）．これを要

するに，日系・外資系両者の雇用政策には，明

瞭な　　統計的にも十分有意な一差が認めら

れるといってよい．

4．職能の一般通用性

　次に，中途採用者の職能別特徴をみよう．こ

こでとりわけ興味があるのは，第1節でのべた

ように，中途採用者の職能別「即戦力」性一

つまり，彼らの技能にどれだけ市場性があるか

一に関する情報である．

　そこでこの調査では，回答企業に対して

　他社で同じような仕事について実務経験を

つんだ人を即戦力として採用し，「高技能職

種」（熟練や高度の専門知識，さらには3年以

上程度の実務経験を必要とする仕事）に配属

したとします．その人はその仕事を短期間で

こなせるようになりますか．

と質問し，管理的職業，専門的。技術的職業，

事務従事者，販売職・営業職，および生産・運

輸・建設・その他，の5職能ごとに，中途採用

者の即戦力性をめぐって

　（a）仕事の内容や仕事のやり方が異なるの

　で，非常に困難

　（b）仕事の内容や仕事のやり方が異なるの

　で，やや困難，

　（c）　困難なことはほとんどないから，即戦

　力として役立つ，

の段階別判定を求めた．

　この設問が仮定の形で述べられているのに注

意されたい．これに対して，実際の中途採用者

についてその評価を尋ねたとすればそれは適当

ではない．なぜならば，そういう人たちは，中
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途採用でも役立つ者だからこそ採用されたはず

だからである．つまり，実際の経験を尋ねた場

合には，すでにふるいにかけられた人たちだけ

を問題にすることになり，同義反復（tautol－

ogy）の難を免れ’得ないからである．

　表4から明らかなように，5つの職能群のう

ち，即戦力のもっとも高いのはブルーカラーな

いし事務系職員である．逆に，・企業特殊性のも

っとも強いのは管理者たち，それに次いで技術

者たちである．この傾向は，日系であると外資

系とを問わず共通に認められ，るが，しかし外資

系の場合には，どの職能でも日系の場合よりも

通用性の水準が高い．

　いま各職能別のアンケート回答を，一方では

日系企業・対・外資系企業ごとに仕分けし，他

方，、それらのそれぞれが即戦力をもつかもたぬ

かの違いで仕分けしてみる．こうして得られ，た

2×2の分割表を使って，「即戦力性」に関する

回答の日系・対・外資系の差を検定した結果が

表4の最下段である．両者の見解は，管理者に

ついて顕著に乖離し（次席は技術者），そのほか

の職能についてはほぼ一致しているのがわかる

（一致度の高い順に，生産工程職，販売職，そし

て事務職）．経営管理者やエンジニアーをめぐ

って両者の見解が分かれるのは，欧米企業では

これらの人たちが実力を武器に比較的気軽に移

動するのに対して，日本では同種の移動がまだ

まだ困難な現実を反映したものであろう．

　ここで強調したいのは，上記5つの職能群を，

それぞれが即戦力として役立つ度合の高い順に

並べてみると，第1節で予想した通り，仕事の

内容が定型的で標準化の度合が高いもの，つま

り一般事務職員と生産工程従事者とが第一位を

占めるという事実である．とくに生産工程関係

の職能については，回答企業の実に3／4がその

一般通用性を肯定しているのに注目させられる．

　上記の比較が，職能間でどの程度相違してい

るかを統計的に確かめたのが表5である．明ら

かに，事務職と生産工程職とは相対的に通用性

の高い職能を代表し，その意味でそのほかの3

職能群とは（生産技術的に）異質の職業集団を構

成している．これらに対して例えば販売営業職

表4　中途採用者が即戦力として役立つとする企業の

　　　　　　割合1職能別集計（％）

管理職出題油鼠事繍雛灘

日系・　30．9　 47．9

外資系　　48．7　　　56．2

計40．852，4
所有形態

によるアリ（0。5％）アリ（5％）

差の検定

51．7

58．5

55．4

64．1

77．4

76．9

74．1

76．1

75．0

ナシ　　アリ（10％）　　ナシ

（注〉原則として中途採用しない企業を除く．無回答および
　　「該当の従業員なし」を除いて集計．カッコ内は，カイ自

　　乗統計量（自由度1）の有意水準．

をみると，その即戦力の水準は事務職や生産職

よりも有意に低く，いうところの「企業特殊性」

が相対的に高いと判定される．

　この結果にもとづいて判断すれば，現代の一

般ホワイトカラーやブルーカラーたちの職能に

ついてはジその「企業特殊性」を強調しすぎて

はならないということになる．もし彼らの労働

移動率が，その仕事の「市場通用性」の高さに

も拘らず経営管理者や技術者などに比べて事実

上はるかに低いとすれば，その理由は生産技術

以外のところにこれを求めなくてはならない．

　一見不思議なのは，「原則として中途採用を

しない方針」の日系企業一全体からみれば少

数派一が，中途採用者の即戦力を，「中途採用

する」企業よりもかえって高く評価している点

である（表4と表6とを比較せられよ）．これに

対して外資系の場合には，中途採用しない企業

は，採用する企業に比べて中途採用者の即戦力

に対する評価が低いという当然の結果が得られ

ている（同上の比較による）．

　これに加えて，中途採用しない日系企業の即

戦力評価を同じく外資系企業のそれと比較する

と，その差は生産工程職と技術職とでとりわけ

顕著である．いいかえると，「原則ξして中途

採用をしない」日系企業では，これら2職能の

即戦力を，外資系の企業よりもはるかに高く評

価しているということになる．

　上記のように，中途採用をめぐる日系企業の

回答が一見矛盾する結果を生んでいるのはなぜ

であろうか．中途採用しない日系企業は，その

原則の手前，中途採用者の技能や力量について
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表5　即戦力として役立つ中途採用者：職種間における異同の統計的有意性・

　　　　　　　　　　　（ア）　日系企業
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管理職　　技術・専門職 販売・営一事繍鑛識運輸．

管　理　職　　　　　　＊

技術・専門職　　　　アリ（0．5％）

販売・営業職　　　　アリ（0．5％）

．事務職　 アリ（α5％）

生産・運輸・建設職　アリ（0．5％）

　　＊

　ナシ
アリ（0．5％）

アリ（0．5％）

　　＊

アリ（0．5％）　　＊

アリ』（0．5％）　ナシ

（イ）　．外資系企業

管理職　　技術・専門職 　　　　　　　　　生産・運輸・販売・営業職　事務職
　　　　　　　　　建設職

管　理　職　　　　　　＊

技術。専門職　　　　アリ（10％）

販売・営業職　　　　アリ（0．5％）

事務職　
アリ（0．5％）

生産・運輸・建設職　アリ（0．5％）

　　＊

　ナシ
アリ（0．5％）

アリ（0．ら％）

　　＊

アリ（0．5％）　　＊．

アリ（0，5％）　ナシ ＊

（注）表4の結果の職種間異同性をカイ自乗検定したものである．

十分知ろうとしないか，あるいは注意深く考え

たことがないと解釈するのは，あまりにもひね

くれた見方かもしれない．それよりは，すぐれ

た即戦力をもつ人材の場合にだけ中途採用に踏

み切るという「経験的事実」が蓄積されている

せいででもあろうか．

5．「土着化」の進行

　労務管理の方式は，会社の営業年限の長短か

ら影響を受けるかもしれない．仮に外資系企業

は，経営管理思想のうえで日系企業とは相違．し

ているとしても，日本国内での活動が長くなれ’

ば現地の慣行が次第に浸透するだろうし，役員

を初めとする中堅幹部中の日本人の割合が上昇

するにしたがって，経営管理の「日本化」が進

行する可能性もある．その意味では，外資系企

表6原則として中途採用しないものの，もし採用したとし
　　たら即戦力として役立つと考えている企業の割合（％）

管縢雛島蔭難事繍鑛認輸’

日系　42．9　70．7
外資系　　23．8　　28．6

　言十　　　　　　33．3　　　　　48．8．

所有形態
による　ナシ　アリ（1％）
差の検定

55．0　　　85．0　　　　　92．3

31．6　　　66．7　　　　　52．9

43．6　　　75．6　　　　　70．0

ナシ　ナシ　アリ（2．5％）

（注）　無回答および「該当の従業員なし」を除いて集計．

　　カッコ内は，カイ自乗統計量（自由度1）の有意水準．

業が人事管理のいぐつかの側面で（第4節で観

察したような）日系企業とは異なる特徴をもっ

ているのは，日本における営業歴がまだまだ短

い：為かもしれない．

　この点を検討するため，中途採用者の即戦力

性に関する回答を，それぞれの企業の（日本国

内での）設立年次別に集計したのが表7である．

この表によれば，外資系の会社は，その新旧を

問わず，中途採用の即戦力性を日系企業よりも

高めに評価する傾向が一1965年以前設立企

業では，営業職などに対する評価で多少の例外

はあるが一みられる．この傾向は，営業歴が

短ければ短いほど強い．

　ほぼ同様の傾向は，日系企業の回答でも認め、

られるが，日系の場合，営業期間の長さが即戦

力性評価の大いさに与える影響は，外資系のそ

れ’ほど顕著ではない．また，その大いさの順位

には，外資系の場合よりもいくぶん乱れが多い。

　これらの点から判断すれば，日系企業と外資

系企業との間には，設立年次をコントロールし

た後でも，職能の即戦力性に関する認識ギャッ

プが残ると考えられる．

　もっとも，もしかすると，職能の通用性が高

い人ほど若い外資系の会社にひきつけられると

いう，供給者側の事情があるかもしれ，ない．他

方では，新設の外資系会社が採択する生産技術
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表7　中途採用者が即戦力として役立つとする企業の
　　　　　割合＝会社設立年次別集計（％）

済　　研　　究

表8　取締役会の構成による集計（％）串

職　能
　　　　　　設　　立　　年　　次

曇繍聯翻緯躍年．
項 目

取締役会に占める日本人の割合

100％50－99％　1－49％　　　0％

管理職

技術・

専門職

販売・

営業職

事務職

生産・運輸・

建設職

日　系

外資系

日　系

外資系

日　系

外資系

日　系

外資系

日　系

外資系

　　　　　　　　↓
22．5　〈　30．呂　＜　36．5　＞　25．0

38．7　＝　38．7　＜　53，0　＜　53．1

　　　　　　　　↓
41．5　＜　47。6　＜　52。6　＞　46．2

50．0　＜　52．2　＜　56．1　＜　60．8

51．2　〈　50．0　〈　54．1　＜　60．0

48．3　＞　44．8　＜　61．9　〈　663

　　↑　　　↓
67．4　＜　76．4　＞　69．9　〈　78．6

67．7　＜　74．6　＜　81．8　＜　85．3

　　　　　↓
72．7　＜　77．5　＞　69．6　〈　77．8

73．7　＞　67．4　＜　76．6　＜　85．4

　　↑

新卒の定期採用を最近開始
　　　　　　　　　　20．8　＜　29．5　＜　53．7　＜　75．0
した企業

中途採用者を正規従業員と
　　　　　　　　　　66．7　＜　71．9　〈　77，0　〈　88．5
して雇う企業鱒

「生え抜き」がi課　長　　　50．0＞．44．7＞33．0＞14．8

重要視されるi　　　　　　　　↓
企業“帥

中
途
採
用
者
の
即
戦
力
性

（注）　原則として中途採用しない企業を除く．

　　の逆転箇所．

↑↓印は，順列

1役　員

1管理職

1技術・専門職

1販売・営業職

1事件職

i生産・運輸・

1建設職

42．4　＜　50．0　＞　28．9　＞　23．8

3LO　＜　48．5　＜　51．8　＜　62．5

50。0　く　53．5　＜　　60．8　〈　　75．0

42．9　＜　59．3　＞　57．9　＜　66．7

　　　　　↑
70．0　＜　79．2　く　81．4　＜　92．0

68．2　＜　77i1　＞　72，0　く　87．5

　　　　　↑

ほど職能の．「企業特殊性ゴが薄いという，．需要

側の要因もあり得よう．これらの2点は，残念

ながら本調査によっては検証できない．しかし，

もっとありそうなのは，若い外資系企業ほど，

本国における人事や組織の管理方法を日本でも

そのまま踏襲しているという可能性である．．

6．総括

．本稿と同じデータを解析した依光正哲氏

（1991）の発見によれば，日系。外資系の差をも

っとも顕著に体現する変数は，会祉役員中に占

める日本人の割合であるという．そこで表8は，

取締役会の構成比を軸に，第3～5節の観察を

一表にまとめたものである．

　この表によれば，外資系企業は日系と比べて，

概して

　（1）新規学卒の定期的採用にこだわらず，

　（2）中途採用者だからといって別扱いせず，

　（3）企業の「生え抜き」をとりたてて優遇す

　ること．もなく，

　（4）事業成績が悪化すれば，比較的あっさり

　と従業員を解雇し，さらに

　（5）職能の一昨通用性を相対的に高く評価す

　る

という特徴をもつ．ただし，これらはあくまで

も程度の差を指摘したものであるから，この結

（注）　＊　無回答および「該当の従業員なし」を除いて集計．

　　　　↑↓印は，順列の逆転箇所．

　　＊＊「する場合もしない場合もある」を含まない．

　　＊＊＊　「ある程度」，「かなり」および「非常に」の合

　　　計．

果がどこまで日系・外資系間の実質的な経営思

想の差を反映するのか（あるいは本当に差があ

るのかどうか）についての即断は許されない．

　会社役員中に占める日本人の割合は，たんに

経営管理思想（経営イデオロギー）の違いを反映

しているだけ．ではなく，企業を取り巻く他の事

情，なかんずく企業の営業歴と関連していよう．

例えば，．もし企業が「土着化」するにつれて取

締役の日本人比率も高くなるのであれば，表8

の横軸は，企業の設立年次と連動している筈で

ある．もしそうならば，表8の結果が表7のそ

れと親近性をもっているのは偶然ではない．

　さて，本稿の中心主題は，職能の一般通用性．

琶観察することにあった．その結果によれば，

ここで取り上げた5つの職能群は，その通用性

の小さい順に

　管理職く技術職く販売職く事務職＝生産職

と並べられる．つまり，定型的訓練が難しい職

種ぼど，（第1節で予想したとおり）企業特殊的

要素もまた強いのである．しかもこの傾向は，

日系・外資系を間わず認められる．（もっとも，

外資系は，日系よりも通用性を高めに評価する

一般的傾向があることはすでに指摘した．）

　しかし，ここに一つの問題が残る．それは，
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職能の一般的通用性と労働移動との関連である．

　労働移動性向は，企業特殊性が強い職能でむ

しろ高いのではなかろうか．例えば北米社会で

は，有能な経営管理者や技術者は，企業間移動

を経るうちにだんだん「出世」をとげるのが一

般的で，したがってきわめで頻繁に転職する．

これに対して事務職や工場生産に従事する者た

ちは，若いうちはともかく，子供ができたあと

ではむしろ一つの職場に定着する傾向が顕著だ

といわれ，る．つまり，職能の一般的通用性と労

働移動率の高さとは，あたかも逆相関の・関係に

あるかのごとくみえる．この「事実」は，どう

解すればよいのだろうか．

　この謎を解く一つの鍵は，仕事に関する情報

の性格とその流通性とにある．もともと高度に

知的な情報は，時間と手間さえかければ定型化

できる性質を備えており，その意味で本質的に

流動性が高い．もっとも，情報を自由に探る

（繰る）ためには，少なくとも大卒程度以上の知

的訓練を必要とするけれ，ども，その初期教育投

資さえ完了しているなら，情報を入手したり操

作したりするためのその後の（限界）費用は比較

的少額ですむ．だから，経営管理者やエンジニ

アの情報収集能力は比較的高いといってよい．

要するに彼らは，知的情報の収集に対する投資

活動によって職能の通用性の欠如を十分補うこ

とができるのであろう．職能の希少性があまり

にも大きいので，職能の特殊性を克服するため

にかなりの費用を投じたとしても，これを償う

プラスが存分にあるのである．

　これに対して一般事務職や生産技能職は，管

理者たちとは丁度逆の状況におかれている．と

りわけ生産工程職の場合には，個々の技能の一

般性は高いにしてもその道徳的摩耗もまた急速

に進行し，しかもこれを自らのイニシャティヴ

では阻止し得ないという事清がある．さらに企

業は，採用にあたってできることなら柔軟性の

ヨリ高い若者（例えば新卒者）を採りたがるので，

中途採用者は労働契約のうえで不利な地位にお

かれるという要因もあるかもしれない．これら

もろもろの事情によって，事務職や生産職の場

合には，いったん離職すると優良な再就職の機

295

会に簡単には巡り会えないという危険もまた大

きいのであろう．彼らが雇用機会の削減に強く

抵抗するのは，一つにはこのために違いない．

　以上の推測は果して検証され’るだろうか．さ

らに，離・転職率をめぐる欧米諸国と日本との

あり得べき異同を，職能の一般通用性に関する

本稿の所見と整合的に解釈できるだろうか．こ

れらは，筆者に残された今後の課題である．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　＊　この論文は，財団法人労働問題リサーチセンタ

ーの“日本経済の国際化と年功制度調査研究会”に対

する平成元年度委託共同研究「日本経済の国際化と年

功制度の動向に関する調査研究」（代表　小野　旭教

授）の成果のうち，筆者の担当部分に改訂を加えたも

のである．改訂にあたっては，統計研究会労働市場委

員会例会（1991年7月12日）および一橋大学経済研究

所定例研究会（1991年7月17日）で報告した際に寄せ

られた批判やコメントを参考にした．記して感謝の意

を表する．（もっとも本稿では，これらの批判・コメ

ント全部に十分答え得ているわけではない．この点の

改善は，別の機会に委ねたい．）

　1）　田中博秀氏の推定（私信による教示）による．田

中（1982，59－60頁；1983，42頁）を参照．

　2）　これと対立する選択回答肢は，「一時的労働力

として雇う」もしくは「どちらの場合もある」である．
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